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問題提起
　1999年1月1目。E　U加盟15か国のうち当初から参加を希望しなかった3ケ
国及び参加することができなかった1．国を除く11か国が欧州通貨同盟（耳M
U）、加盟国」となり，、統丁通貨ユ㌃口を自岡通貨と併用する形で導入し夫。暫く
の間はユーPの現金通貨は流通せず，．専らユー口は価値表示手段あるいは銀行
聞取引に登場する役割に徹する訳であるが，2002年1月には現金通貨、としての
ユー口が導入され，同年、7月1目にはEMP加盟各国では自国通貨が廃貨され，
斗一口のみが各国で使用されることになっている。通貨を発行するということ
は独文国家と．Lての根幹に閏わる主権条項であり，これを放棄するどいう；と
1よ歴史的に見えて」も極めて画期的なことである。一
　筆者はこれまで単一通貨ユー口導入後のEUの経済体制ある」いはその在り方
について極めて懐疑的な視点に立脚した論文を数本発表して，きたωぺこれら帖
いずれ竜ある意味での将乗予測であるため！に，止丁可能性の指摘」」、に土どまる1も
のであるこ一と独筆者自ら認めている砕衣だ、これはユー口導入を肯定的に提え，
かつ将来に対レて一もr楽観的」見解を表する論者・（則研究者の圧倒的多数
派）にとづても同じこ皿と．で二あり，，．「起こってみなく，ては分からな刈一と二いうス
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タンスを取るのが実は最も現実的なスタンスなのである。しかし「可能性の指
摘」を多方面から施しておくことは，いずれの立場を取るにせよ重要なことで
ある。
　本稿ではまず第1章でEMU域内各国が同一の域外為替レートを持つことの
意味を検討する。巷間「強いユー口の出現による欧州の復権」といったフレー
ズが流布しているが，経済力の絶対水準の異なる国の間（実は一国内でも話は
同様の性質を持つのであるが）で同一の交換レート（現在では不可逆的な固定
レート，2002年以後は単一通貨ユー口）を芙有するということは，各国に何を
もたらすのか。特に域内の固定レート・単一通貨が域外通貨に対して強含みに
なった場合にはどのような現象が発生するのか。その際に議論が集中するのは
域内周辺諸国（スペイン・ポルトガルなど）に対してである。
　続いて第2章では，前の章の内容を承けて，域内各国間における新しい産業
地図（新たな役割分担）について検討してみたい。まず，産業立地論に関する
理論的なブレームワークを紹介し，次にそれのもたらすインプリケーションに
基づいて，域内再編成の大まかな見取り図を提示してみたい。第3章では，こ
れもやはり巷間「E　U各国聞の産業構造は近隼極めて類似してきており，産業
間貿易（後に詳述）よりもむしろ産業内貿易（これも後述）が増大している。
このことは各国聞で非対称ショックの発生の危険性を大いに減らすものであ
る」というフレーズが流通している。これに対して本稿では，産業内貿易のE
U的な内実を明らかにするとともに，状涜が予想通りに進展すればやはり非対
称ショックの可能性が否定できないごとを明らかにする。最後に第4章では，
産業内貿易が進展して産業構造が類似する度合いが高まった場合であっても，
周辺諸国は相対的な低賃金レベルから脱出できないことを明らかにして行きた
い。そしてそれを巡る鍵となるのは固定為替レート（あるいは単一通貨）及び
裾野産業育成の可否という問題である。なお，最後のテーマに関しては「東ア
ジア経済の飛躍的成長とその挫折」を「伴奏曲」として流すつもりでいる。
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　なお，この本稿は議論に現実味を帯びさせるべく，若干の最近の動きについ
ても触れているが，墓本的には事象研究ではないムまた，一欧州委員会の動きを
分析してそれに評価を加えたものでもない。敢えて言えば，EUの今後予測さ
れる方向性に関して，一般的な経済学をツールにした場合，どのような解釈が
可能か，という問題提起の一文である。
注
／1〕藤原（ユ997），（1998a〕．（1998b）肯（1999）
第1章為替レートと国際競争力
　（1）1995年欧州通貨危機による通貨価値の乖離
　為替レートが何によって決まるのかを明確にすることは容易なことではない。
．日く，需給均衡説，購買力平価説，金利平価説，アセット・アプローチなど枚
挙に暇がない程であ孔しかし，かなり大ざっぱではあるが，一「その国の経済
力（国民所得、経済成長率，金利，物価水準，財政状況，経常収支など）に
よって長期的には為替レートが決定される」という定義に全面的な異議を唱え
る向きは皆無であろう。ところで，早一口域内（以下｝域内”ξする）各国は
今後対外的にはユ」口という単一通貨で決済に臨むことになるのであるが，，こ
のことはドイッ，オランダ、フランスといった域内申軸諸国（以下“中軸諾
国”．とする）と域内周辺諸国（以下“周辺諸国”とする）とが同一の通貨で，
レかも当然のことながら同一のレートでユー口域外諾国（以下“域外諸国”と
する）との間で交易を行うことを意味する。以下，しばらくの間，そのこ七の
狩つインプリケ7ションについて考えてみよう。
　耳MU参加国においては域外各国通貨との対外価植はユーロー本で示される
ことになっており，各国通貨g対外価値はユ∵口との問で不可逆的に固定され
た換算レー十で自動的に示さ枇る（例えば↓ユーP≒1，99マ々ク）になってい
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る。従って，ユー口が，例えばドルとの聞で高くなれば域内各国通貨もドルに
対して高くなり，逆の場合は低くなることになる。その意味で域内各国は為替
レートに関して一枚岩の観を呈することになる筈である。しかし，実効的な意
味では，そのような対称性は存在していない。ユー口導入は域内各国のある国
にとっては実質的な平価切り下げ効果を，ある国にとっては実質的な平価切り
下げ効果をもたらしたのが実情なのである。具体的に言えば，導入以前自国通
貨の対外価値が（例えばドルに対して）強かった通貨には前者の効果が働き，
対外価値が弱かった通貨には後者の効果が働いたのである。
　1995年2月。ドル急落で行き場を失った国際的な投機資金は大規模なマルク
買いを行ったため，マルクの対外価値は急騰し，欧州通貨危機の引き金となっ
れ1993隼8月以降，E　Uでは域内各国通貨問に平価を設定し，上下各ユ5％の
変動幅を認めるというマルクを軸にした「弱い固定相場制（ワイダー・バン
ド）」が採用されていた。そこに投機筋は着目して，マルクを買う一方で，域
内で相対的に弱い通貨を売りまくるという戦略を実行に移したのである。真っ
先に狙われたのはイタリア・リラ（イタリアはこの時点では「弱い固定相場
制」のメンバーではなかったが）であり，その次に目を付けられたのがスペイ
ン・ペセタであった。猛烈な勢いでペセタが売られ，その時点で平価から乖離
できる下限（マイナス15％）を突破することを止められるだけの介入資金をス
ペインは保持していなかった。とうとう3月に入ってスペイン政府はペセタの
切り下げを決断し，EUも新しい平価をスペインが採用することを認めた。新
平価は1マルク＝85，072ペセタで，前の平価よりも20％以上低い数値となって
いた。しかしこれも殆ど効果はなく，新平価決定直後に1マルク＝90ペセタを
越える情勢に陥ったのである。こうした現象はイタリア，ポルトガルでも発生
し，マルクに対して全面安の展開となっていった（オランダ・ギルダーがこう
した現象と基本的に無縁であったのは偶然ではない。その時点でギルダーはマ
ルクと「同一物」という認知がマーケットで成立していたことによる必然的な
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結果である）。止
　（2）　「強いユー口上によるインパダトの国別’非対称性
　それから周．辺諸国の努カには目覚ましいものがあった⑪確かに通貨が切り下
が2たことによる輸出に増大という利点がなかった訳ではないが，これほど弱
い通貨ではとてもユー口に参加することはおぼつかないという強い危機意識が
闇辺諸国のバネとなり，それまででは予想もつかない大胆な構造改革を進めて
いったのであるρその結果，ペセタを例に取ると、「不可逆的な為替1レート」が
決定される直前の1998年秋には1マルク＝83ペセタ台にまで回復させることに
成功し，・1999年1月1目以降，1マルク≒85ペセタという固定相場をもってE
Mqに参加することができたのである。ようや＜ユ995年3月の新平価を持続的
な水準として雑持できるということが国際的に認知されたのである（実はその
1995隼の時点では，新平価に±6’％の変動幅が許容されていたのであるが，今
回はそうした措置は1切講じられていな刈。
一こ一うして周辺諸国は「ユー口第一陣」というバスに乗り遅れないで済んだの
であるが，別の角度から見るならば，㌔ユー口参加は周辺諸国においては自国通
貨の「切り上げ」を通じて達成されたことになる㌻ということは（マルクを機
軸通貨であるとするならば）ドイツ，オランダを筆頭とする中軸国通貨は自国
通貨の一「切り下げ」を通じてユー口に参加したこ皿とになる⑪それを裏付けるか
のように，イタリアはそれまで好調であった輸出が昨年秋に失遠↓でいる。一ま
た，ユー口がスタート以来対米ドル相場で軟調を続けたことが相乗効果」となり
一ドイツ・フランスなどの国々が輸出を順調、に伸ばしている事実も報告一されてい
る。更に最近になると，ユH貝軟調⑰長期化によ、り三イタリアやスペイシの輸
出も息を吹き返すようになっている／’〕。周辺諸国におけるユー口参加という
r通貨切り上げ」のインパクトよりもユ←1コ軟調のそれの方がようやく大き＜
なりてきたからである。勿諭，中軸諸国の景気回復によって域内貿易が増大し
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たという面もあるが，域外向け輸出の減少に歯止めが掛かって，上昇軌道に乗り
つつあることも事実であり，対域外国向けの通貨価値下落という側面を見落とす
ことはできないであろう。極めて皮肉なことであるが，「弱いユー口」の恩恵を
被る形でEU全体の景気が回復へと舵を取ろうとしているのが現状なのである。
　それでは本来目指すべき目標であった「強いユー口」が基調となってきた場
合には何が発生するだろうか。当然予想されるのは「弱いユー口」の場合と逆
の状況である。論理的にいって，実質通貨切り下げでユー口に参加した中軸諾
国にとづては一定程度までであればユー口高の影響は軽徴であろう。こうした
国には「含み益」があるからである。しかし，周辺諸国はそうはいかない。
「含み損」を抱えてユー口に参加したのであり，少しのユー口高でもショック
はその何倍にもなって跳ね返ってくるからである。周辺諸国の国際競争力は著
しく低下するであろう。
　勿論，周辺諸国の北西部には巨大な市場である申軸諸国が存在しており，そ
の間には不可逆的な固定為替レート体制が敷かれている。そもそも「為替リス
クが消滅する」というのが単一通貨を導入することの最大のメリットの一つな
のであり，ユー口の対外価値がどうなろうと周辺藷国は安心して中軸諸国に輸
出をすることができる。しかし「強いユー口」の下では周辺諸国の域外競争力
は低下する。ということは，「強いユー口」が誕生するということは，他の事
惰を一定とするならば，周辺諸国が世界的な市場でのプレ』ヤーであることを
断念させられ，あくまでも「EUの周辺諸国」という立場に固定されてLまう
ことを意味することになる。そして，こうした位置付けが，域内分業体制の下
で周辺諸国の経済的な役割をも固定させてしまう緒果をもたらすのである（こ
のことについては第4章で再度詳しく検討する）。
注
（1〕　「日本経済新聞」1999年9月8日
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第2章　E　U域内での産業再編成
　（1）最近の再編成事例
　EUの大きな目標の一つは，ヒト・カネ・モノが国境を越えて自由に移動す
ることでヨーロッパの国際競争力を飛躍的に高めることである。そして今やそ
うした状況が現実のものとなっており，それに対応する形でさまざまな業界で
大規模な再編成が行われている。ただ，一口に「再編成」といっても現在のと
ころ2つのタイプがあるものと思われる。一つは「国内強化型」とも呼ぶべき
もので，将来的にはともかく（おそらくは将来的にはワールド・ワイドのプ
レーヤーを志向していることは間違いないのであるが），現時点では「国際的
な競争力を強化するために国内の同業社（異業の場含もあるが）が大同団縞し
て外圃勢力を迎え撃つ」というスタンスをとるものである。もう一つは「汎E
U型」とも呼ぶべきもので，「現時点で既に企業が国境を越えて（場合によっ
てはE　Uという枠組みをも越えて）合流するもので，E　U全域あるいは世界全
体で圧倒的な力を発揮する」というスタンスをとるものである。まずは再編成
のミクロ的な検討から始めることにして，以下，本稿執筆開始時点である1999
年8月におけるその事例を取一り上げてみたい。
（この節の以下の記述は全て『日本経済新聞』の記事を藤原が纏めたものであ
る）
　　①「国内強化型」
　これはしばしば金融機関に見られるタイプで，フランスを代表する三つの金
融機関（かってはこれにクレデイ・リオネを加えた囚？が代表的な大規模金融
機関でありたが，現在この銀行は経営の破綻により国家の管理下にある）であ
るパリ国立銀行（BNP）一，パリバ，一一ソシエテー・ジェネラルが合併し，・フラン
スで唯一国際市場でのビックプレ丁ヤーとなりうる“メガバングをつくろう
としたのが代表例である。Iしかし，中．央銀行総裁を委員長どするフランス金
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融・投資委員会（監督機関）は「BN　Pとパリハとの合併は認めるものの，ソ
シエテ・ジェネラルとは認めない」という判断を下した、それでも二行合併に
よって生まれる新銀行の資産規模は，「興銀・一勧・富士連合軍」，ドイツ銀行
グループ，シテイー・グループに次ぐ世界4位になる（藤原挿入：新しく誕生
する銀行を論じる場合に‘’資産規模”という尺度を用いるのはいささか時代遅
れという気もするが，客観的な指標の一つとして現段階では的外れとはいえま
い）。ただ，フランス国内では「三行合併でなければ本当のメガバンクとは言
えない」という声が出ている一方で，「それよりもソシエテ・ジヱネラルがド
イツやイタリアの手に落ちるのが心配」という声も聞かれているという（i〕。ま
た，ドイッでもドイッ銀行とドレスナーというビッグスリーのうち二つの銀行
がリテール（個人・中小企業向け）業務部門に隈って統合し，新しくリテール
専門銀行を設立する模様である。これが実現すれば従業員三万人を擁する欧州
最大のリテール専門銀行が誕生することになる。これはシティー・グループに
代表されるアメリカ系銀行がこの分野で着実に大陸ヨーロッパに浸透してきて
いることへの対抗策であると説明されている〔割。
　勿論金融機関以外でもこうしたタイプは珍しくない。例えば，ドイッの電
力・エネルギー大手企業であるフェーバとフィアックが合併交渉に入っている
ことが明らかにされている。またこのケースでは同時に国内外の同業他社との
交渉も同時並行して進めており，EU域内の電力事業自由化の進展に伴い，異
業種からの参入や価格競争の激化に備える狙いがあるものと予測されている1・㌧
　　②「汎EU型」
　フランスの水道・電力・ごみ処理業界大手のスエズ・リヨネーズ・デ・ゾー
社がベルギーの独占的公益企業トラクトベル社を完全買収することになった。
ベルギーでは昨年来，国内最大の鉄鋼メーカーであるコッカリル社を代表にし
たメーカーや主要金融機関が数多く外資によって買収されており，今回は国民
にとってのライフラインとも呼ぶべき業務を提供する企業の外資による買収に
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神経を尖らせている。とかうのも，ベルギーではユ997年にフランスの白動車
メーカニ，ルノー傘下のベルギF］；場が突然閉鎖され，数千人が解雇されたと
いう苦い経験を有」しているからである（なお，スエズ社はこの数日後アメリカ
第二位の水適会社ユナイテッド・ウオーター・リソーシズ社の買収を発表した。
これが実現の暁には，スエズはライバルであるフランス企業ピベンディを抜い
て世界最大の水道・水処理会社になるという）｛4〕。
　通常，「地域密着型」と目されていた流通の分野へも再編成の波は押し寄せ
ている。フランスでの流通業界第二位のカルフールは，同第五位のプロメデス
と合併することを発表した。これは同一国の企業同士の合併であり，一見する
と「国内強化型」のように思われるが，方向性は明らかに汎EPレベルに向け
られている。というのも，両企業閻には高いレベルでの相互補完性が存在する
からである。地域的に見ても，、フランス国内は別として，カルフールの店舗が
アジアと中甫米に多いのに対して，プロモデスはスペイン，・イタリアなど欧州
一帯で強いとされている。今回の合併の背景としてはユー口の誕生で流通各社
は欧州全域で仕入れや店舗展闘ができるようになり，．全欧州レベルで競争にさ
らされるという危機感がある。一更に，世界最大の流通企業ウオールマート（ア
メリカ）山が欧州に進出し，その規模を生かした購買カで価格競争を仕掛けると
みられ，これに対するためにも欧州流通業界では規模の拡大が急務になってい
たという事情もあったという｛5〕。
（2〕再編成と厨辺諸国
　二の節では，再編成の問題をマクロレベルに引き上げて，γささか理論的な
見地を踏まえて議論・を進均てゆくことにする。
　第2次産業という観点からEUにおける周辺諸国を偉置付けて見ると，：一現在
ρところ「低い賃金水準、熟練技術の欠如」といρたものでしかない♂勿論ギ
リシャを除いた全てρ国が産業分類上では「工業国」であり，；〔業製品の輸出
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を行っている。しかしその中身にはかなりの違いがあり，しかもそれは「比較
優位の原理」で説明できる類いのものではない。EUが今後再編成を通じて産
業の域内最適立地を目指すのであれば，周辺諾国はその中でどのようなポジ
ションを占めることになるのであろうか。
　　①最適立地の理論と域内の産業配置
　産業の最適立地を巡る議論は古くから行われているが，ここではその分野の
古典申の古典である19世紀の経済学者フォン∵チューネン（Von，Joham　Hein－
richTh七ne。）のそれを取り上げてみよう、彼は「さまざまな産葉部門（こめ
場合は農業で，さまざまな農作物を栽培する部門を保有している）を地理的に
どのような配置にした場合に最も効率的になるか」に関する∵連のモデルを作
り上げた。具体的にいえばr田園地帯で，周辺の農民によって食糧が供給され
ている孤立した街を想定する。そうした場合，それぞれの農作物ごとに生産に
かかる労力及び工」カー当たりの生産高と輸送費用に違いが発生することにな
るだろう」と考えた。そこで彼は「街に供給する所与の食糧を生産し輸送する
費用の合計を最小化するには，街の周囲にどのように農地を配置すべきか」と
いう問題を提起したのである。そしてその結論は「最も入札地代が高い作物が
街から最も近いところで栽培され，以下地代の高い作物の順に街から遠い（距
離の離れた）地点で栽培され，その様相は街を中心にして同心円（ri㎎S）を描
くことになる」工副ということになっている。ここから何かのインプリケーショ
ンを得ることはできないであろうか・
　ところで，もし単一通貨ユー口が本格的に導入されることになれば，域内全
域を巻き込んだ産業の大規模な再編成が展開されることは必至であろう。とい
うのも亘域内であれば関税はなく，賃金や輸送費も全て単一通貨ユー口で表記
されるのであるから，各企業はこれら数字で表される指標をフリーハンドで活
用することができ、有効な藪略を練ることが可能になるからである。そして彼
等（特に大企業）は最適立地を目指して本社・支社・工場のネットワークを域
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内全域に展開することになるであろう。
　ここでチューネンの含蓄が蘇ってくる。現行の生産性三賃金を所与とするな
らば，域内中軸諾国の「地代」は高く，周辺諸国のそれは安いということであ
る。「域内はユー口導入後，全ての財・サービスに関して『一物一価の法則』
が貫徹される」として恰も域内の賃金水準が均等化するかのごと＜の印象を与
える記述が散見されるが，これは正確にはr同一レベルの労働に対しては」と
いう限定が付く訳で，一定程度の収敏はみられるかもしれないが，各国の勤労
者の平均的な生産性に格差がある以上，それに見合った形での賃金格差はユー
口導入後も依然として残ると考えるのが現実的であろう。つまり，中軸諾国に
は高い地代に見合う産業あるいは企業の部署が置かれ，周辺諸国には安いそれ
に見合う産業あるいは企業の部署が置かれるという構造が想定できることにな
る。ということは，現在のEUの産業レベルでトップを走る域内中軸国に配置
されるのは最も高度で知識集約型の部門であり，以下知識集約度の低下にっれ
て遠隔地での業務が相応しくなってくる。その結果，周辺国に配置されるのは
相対的に労働集約型の業務。部署ということになる。自動車の製造を例に取れ
ば，総合的な戦略を決定する本社固有の部門，研究・開発といった部門あるい
は高度なレベルを要求されるメカニゾクな部門などが中軸国に配置され，そこ
で決定された指示と製造された部晶が周辺諸国に送られて，かの地で組み立て
が行われろという形態になるかもしれない。また業態によっては、労働集約的
な色合いの濃い軽量部品の製造が周辺諾国で行われ，最終的な仕上げは中軸国
によっておこなった方が輸送費という観点からは合理」的になるところも出現す
るかもしれない。あるいは製品によりては，成熟化Lさほどの技能を必要とし
ない車種については周辺諸国で，絶えざる技術革新が必要な高級自動車は中軸
諸国で，、という分業の形態も想定できるであろう。」
、と二ろで，本社撲能や研究一開発部門が中朝国に配置されるのは何故だろう
か。一理由は二9ある。」了っはこうした高度な業務に今後携わる二とができる人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　443
　112　　　　　　　　　　　早稲田商挙第383号
材（国籍は問わない）は極めて希少性を帯びており，高い賃金水準が求められ
ることになる、そしてもし彼等を見つけだせるとすれば，そうした人材を育成
することのできる研究・教育機関が充実した国に限定きれるからである。もう
一っ，こうした業務ぱ「情報の集積地」に立地する方が圧倒的に有利となる。
というのもいかに情報通信網が発達しようとも，最終的にはフェイス・ツー・
フェイスでリアルタイムの情報を収集することが決定的になるからである。そ
してそのためには、国際的な機関・政府機関・学術機関などが集まっている国
に立地することが必要不可欠になるからである。1995年に国土庁は，1，000社
を超える東京証券取引所一部・二部上場企業へ企業活動の立地に関するアン
ケ」トを実施した〔7〕。その中で「本社はどこに置くのが相応しいか」という問
いには約80％の企業が「日本（しかも東京）」と，■「研究關発についてはどこに
置くのがふさわしいか」という間いには約60％がr東京（ただし，研究学園都
市を擁する「北関東」と「関西」をこれに加えると合計で80％という高率にな
る）」と，「加工組立産業の生産拠点はどこに置くのが相応しいか」という問い
には55％の企業が「アジア諸国」とそれぞれ回答しているが，これは上記の議
論を裏付けるものであろう。
　観点を少しずらしてみよう。これからの高度先進工業諸国（E　U・アメリ
カ・日本など）が特化すべきは，輸送費を殆ど無視できる性質の商品（軽量で
かつ高価な商晶）の製造ということになるだろう。国際的にも航空機による輸
送が一般的になっている商品も少なくない。事実，今や取り扱い額で見ると日
本最大の「貿易港」が成田空港になっているほどなのである。そこでここでは
その筆頭格であるI　C産業を見てみよ㌔I　C産業の場合には，装置産業的な
シリコン・チップ加工（前工程）と，より労働集約的な組み立て・’検査（後工
程）が存在するのが一般的である。となれば，輸送費が無視できる以上，前工
程はその中軸国に配置される企業本体のすぐそばに，後工程はかなり中軸国か
らはかなりの遠隔地ではあるものの，賃金の安い地域に立地させるのが合理的
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となろだろう18！。、次の章では予想される二うした状況が何を意味するのかを橡
討」してみよう。
注
ω　『目本経済新聞」1999隼8月28日夕刊・同29目朝刊
②　「日本経済新剛ユ999年8月22目朝刊
（3）　「日本経済新聞」1999隼9月1日夕刊
14〕　「日本経済新聞」ユ999年8月21日朝刊・同2畑朝刊
（5）「日本経済新聞」1999隼8月31日朝刊
｛6〕Thun㎝J．H．V．1826，p．293の図参照
17）国土庁（！995）
18〕この章における最適立地の具体例などは岡田知弘他3名（1997）に依拠するところが多いこと
　を明記しておく凸
第3章　周辺諸国め経済的役割の圃定化
　（1）EUにおける「産業闘貿易」の内実
　「現在EU域内に生じているのは『産業間貿易（inter－industrytrade）』で
はなく，一『産業内貿易（int。。一indust．y　t．ad。）』であり，域内各国の産業構造は
時を経るごとに均質化してきている」というのがE　Uの見解｛〕のようであるが，
本稿におけるこれまでの検討からこうした見解とは異なった問題点が浮かび上
がってきている‡うに思われる。まず，言葉の説明を例示ですれば，「産業間
貿易」ξはrA国が璋国に自動車を輸出して，B国がA国に衣料品を輸出する、
両国の輸出．＝輸入晶月には殆ど重複がない」という形態であ・り，r産業内貿
易」≠はr真国がB国に自動車を輸出するる］方で，B国1もA国へと自動車を
輸出している。両国の輸か輸入品目にはかなりの重複が存一在している」・とい
う形態である。．そして冒頭で述べたよう一に．『これにより特定の国に対する景気
の非対称ショックは発生しにくくなっ七いる」｛2｝という認識が広まりつつある
のが現状であるo
　しかしこうした産業聞貿易については「プPタクニト、。サイニク火（prcd瓜t
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CyCle）」という概念を用いて分析することで別の結論を導くことも不可能では
ない。これをいささか教科書的に説明すれば，「財が生産され，大量に販売さ
れるためには，研究・關発と試験的製造，一定程度の標準化，完全な規格化に
よる量産という少なくとも三つのプロセスを経ることが必要であり，それぞれ
のプロセスにおいて最適とされる立地条件は異なる」ということになる。当然
のことながら第一のプロセスは高賃金ではあるものの、優れた知識と技能が集
積された地域において展．開される。第二のプロセスでは，さほど知識や技能の
集積を必要せず口相対的に低賃金である地域が求められるごとになる。そして
第三のプロセスでは，殆ど知識や技能の集積がなくても，低賃金で大量の労働、
力が確保できる地域あれば条件は十分満たされることになる。日本と東南アジ
ァとの比楡で言えば，第一のプロセスは東京を始めとする大都市で，第二のプ
ロセスは日本国内の大都市以外の地域で，第三のプロセスはアジア各国で，と
いう構図になっており，臼本から高級テレビ（例えばハイビジョンテレビ）が
アジァに輸出され，アジアからは（日本のメーカー名がついてはいるものの）
普及晶レベルのテレビが日本へと輸出されてくるのである。（テレビという製
晶ではその形態上なかなか確認するのが難しいが，例えばビデオテープなどの
ように極めて小型軽量であるために手にとって「製造国」の確認することが容
易なものを例に取ってみよう。素人目には性能に特に差異があるとは思えない
にもかかわらず，同一の店のしかも同一の棚で，日本国内で製造されたものが
最も高価で売られており，同じ臼本のメーカー名が付けられているにもかかわ
らず，製造国の日本からの距離の遠さにほぼ正確に比例する形で安い価格で販
売されている）。これらは確かに「産業問貿易」であるが，このことで「日本
と東南プジアが均質化している」と判断することにはかなり無理があるのでは
ないだろうか。
（2）固定化と周辺諾国の失望
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、このことから以下のように言うことが可能であろう。EUは．「確かに（最適
通貨圏に欠かせないと理論酌に考えられてレ）る）労働力の移動は発生していな
いが，’域内周辺諸国に資本と技術がもたらされるので，労働カの移動は必要で
はない」（剖というスタンスをとっている。このスタンスは域内産業が再編成さ
れるに伴い一「分業体制」が成立することからみても間違いではない。しかし問
題は周辺諸国にもたらされるのは決して「先端技術」ではないのである。既に
完全に規格化された量産技術のみだということなのである。確かに川上（中軸
諸国）で技術発展が発展が続けば，それにつれて以前よりも相対的に高度な技
術がもたらされることになろう。しかし，いつの時点で把えても，川下（周辺
誇国）にもたらされるのは川上よりも絶対的に遅れた技術なのである。
　別稿で筆者は「ドィッとイタリアがそれぞれ特定の産業に特化した場合，特
化した産業の動向によって国家聞で景気の非対称性ショックが発生する」‘4〕と、
述べたが，それとは別の形の非対称ショックが発生する可能性がここで見えて
きた。現在目本の自動車産業は普通乗用車部門に隈っては青息吐息状態である
が，、軽白動車部門は絶好調である。これをEUに当てはめれば普通（特に高
級）自動車を製造する中軸国では自動軍不況，，軽白一動車を製造する周辺国は
L絶好調という構図になるだろう。一となれば非対称ショヅク発生の可能性は否定
できないものとなるだろう。
　それでも，それ以煎に比べ牝ば新しい技術がもたらさ牝，一新たな雇用機会も
倉瞳され，それに伴って地元経済1こ波及効果が働き5税収も潤うことは間違い
ない訳で，．そこで蓄積された要素によってイノベ∵ションの芽が吹くのではな
いかと期待するのも無理からぬことである⑪．、しか，しここにも落とし穴が潜んで・
いる。、それはr移転価格（t。狐S畑priC。）の設定」という多国籍企業につきも
のの行動である⑪、’∴一、，」二．山、・二、、L二一　　・、、　∵　。一、∴。
　今仮に周辺諸国に進出した中璃国企業の工場が，ある製品！単位を30ユー口
で生産したとする。これを中軸国企業本体が40ユ自口という付加価値を含めた
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額で購入（周辺国にとっては輸出）するならば，周辺国には10ユー口だけの富
が蓄積されることになる。そしそこの製晶を中軸国で50ユー口で販売すれば企
業本体は10ユー口の利益を挙げるごとになる。しかし，この企業本体がこの製
品を30ユー口（製造原価）でしか購入しなければ話は別である。そして，その
価格で購入した企業本体が，この製晶を50ユー口で販売したとする。周辺国に
とっては何等富の蓄積がなされない訳であるから大問題であるが，当該企業に
とってごの土つの事態は無差別である。周辺国の工場レベルで10の利益を出し，
本体レベルで10の利益を出すのと，工場レベルでは利益無し，本体レベルで20
の利益を出しても企業全体にとっては同じことになるからである。ごうした行
動が通鴬「移転価格の設定」と呼ばれるもので数多くの実例がある（壷）。
　「新しく生み出された所得のうち，どれだけが地域内での購入に向けられる
か（地域内購入牲向）」をα（0＜α＜1）とする。これは有効需要の原理において，
所得のうちどれだけが消費に向かうのか（消費性向）と同じであり，やはり滴
費性向の場合と同様に，（1／（1一∂）が地域乗数ということになる。上で述べ
たように，中軸国企業本体が周辺国工場に利益を残さない行動を取るとするな
らば，この乗数は極めて小さな値となり，地域経済へのインパクトもまた小さ
なものに終わってしまうだろう。これは必ずしも過度に悲観的な見解ではない。
別稿でも述べたことだが，属辺藷国中で最も経済成長率が高く，猛烈な勢いで
中軸国を追い上げていることで多くの識者から希望の星と見徹されているアイ
ルランドは，経済発展のかなりの部分を進出してきた外資系企業の力に依存し
ている。そしてこうした外資系企業はアイルランドで挙げた利益の大部分を国
外に持ち出している。のが現状であるという（6）。つまり，このことはアイルラ
ンドにとどまらず今後周辺諸国の経済規模を計るのにG　D　Pという概念を使用
することは今後相応しくなくなる可能性があることを示唆するものであろう。
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洋
（1）Mo・t凧（！996）Ch・p，6
｛2ドMg皿ti　M．（㎎96）Chap－6
（3〕yo皿ti　M一（1996）C瓦ap－9
て4〕藤原洋二（1998a．）
（5）これらは主として税率が異なる国ゆ聞で多く第生する。当該企業の生産活勲そのものξは全く
　関係のない国が偏に節税目的で利用されることもある。現在EU下最も解決が困難であるテーマ
　の一つがr税制の調和」であることを考えると正に前途多難といりだところである。
第4章　技術的な蓄積とペッグ制の問題点
　（1）アジァ経済危機からの教訓
　一国がある産業が国際的に自立するためには，その製品本体を製造する工作
機械などの一連の技術基盤及びそれらを構成する部品がどれだけ自国剛こ確立
されているか，つまり裾野産業がどれだけ発達しているかに大さ＜依存、してい
る。
　東アジア（この場合の「東アジア」は地理的ではなく，経済的な意味での纏
まりとしてのそれであり，当然日本は含まれない）はその成長振りが「奇跡」
と称された時代から危機の時代に至るまで，自国通貨をてさまざまな形ででは
あれ）ドルにペッグさせ，一対外価値を安定させる一方で，一部品・半製品・、工作
機械など殆どの生産要素を東アジア域内以外の国々（特に日本）からの輸入に
依存し，その上で貞国で最終製造物としたものを自国内で消費するとともに，1
内外各国に輸尚するというパタ㌃ンを踏襲してきた。・そ・して東商アジア諸国が
抱えこんだ共通の問題はこの過程で各国には裾野産業の成長という現象が殆ど
全く生じなかったζとである⑬この時期に∫東アジアの経済成長は専ら資本と
労働力の大量投入によって支えられており，技術進歩の裏付けがないψ故にこ
のスタイルの成長は早晩頭打ちと成るだろ二う」ωという指摘がなされ，皿世界的
な衝撃をもたらしたのであるが，一当事者閏で深刻に受け止」められたかどうかは
ハッキリしていないo
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　勿論ペッグした相手であるドルの対外価値が（特に日本円に対して）安い状
態の場合はこうしたサイクルは良好に機能する可能性が高い、しかしドル高に
よる輸出激減を契機とした通貨危機により，現地通貨の対ドル市場レートは暴
落してしまった。そしてドル建てで輸入されてくる生産要素の現地通貨支払い
額は莫大なものとなってしまった。もし裾野産業が成立していれば茗生産要素
を外国に頼る必要はなく，この面での打撃は軽微なものに止どまる。また労働
カの価格である賃金水準の上昇が生産性の上昇に見合ったものとであれば，輸
出価格上昇にも一定程度であれば対応可能であろう。しかし，事実は全く逆で，
生産要素を供給する自国内裾野産業は不在で（2〕，賃金は生産性を上回るスピー
ドで上昇していってしまっていたのであった｛割。つまり，「人的資本の不足→
裾野産業及び生産技術改良へのインセンティブの不在→輸入生産要素輸入依存
度の更なる進化→雇用の増大→（人的生産性の上昇を伴わない）賃金の高騰→
自国通貨の遇大評価の放置」という悪循環に陥ってしまったことになる。
（2）EU周辺諸国の状況
今回EMUに参加した周辺諸国は決して第一次産業に依存している国々では
ない。いずれの国も何らかの形で工業部門を伝統的に有しており、東アジアの
国々（特にA　S　EAN諸国）とは決定的に異なる所である。しかし，それだか
らといづて，大規模な域内産業再編成の過程で周辺諸国に配置される技術をこ
れらの国々が支え，かつそれに対して独自の付加価値を付け，国全体の生産性
を向上させることができるのであろうか。
　いま例として「スペインにおける産業部門別付加価値創造比率（産業部門全
体による付加価値創造額を100とする）」の！994年の数値をブォローしてみると，
今後裾野の発展や付加価値増大を占ううえで重要だと考えられる「プラス
テイック，機械・機械設備，金属製晶」などの部門は付加価値総額創造に対す
る比率ですべて1桁台となっているω七また，別の資料に基づく分析によれば，
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「スペインの産業活動と先進諸国のそれとはまだまだかけ離れており，むしろ
EU加盟以降の国際的なオ←プンの活動（つまりは競争的な状況）の申にあっ
て消滅の危機にさらさ牝ている」〔5〕というのが現状である。
　ではスペイン経済の屋台骨を支えている産業はといえば，「最もダイナミッ
クな成長を遂げ，GDPにおける比率でも雇用全体に占める比率でもトップを
走る部門はサービス産業部門なのである」（6〕ということになる。そしてその分
析はそれに続けて「サービス部門が大きな力を有している理由の一つはスペイ
ンに対する海外からの観光需要が極めて高いからである（事実，スペインの観
光収支の黒字額はフランスに匹敵するほどである）。しかしもう一つの理由は，
余りにも鉱工業部門が弱いからである」（7〕としている。スペインよりも各種の
経済的な指標で更に劣るポルトガルについても推して知るべしであろう。周辺
諸国において裾野産業を支えるインフラはいかにも貧弱であるξいわざ＝るを得，
ない⑪
　その一方で，E　U加盟以降周辺諸国に域内中輔諸国から資本が流入し，これ
までにない産業部門が育っていることも事実である。しかしながら，ここでも
東アジア同様，「生産性を上回る賃金率の上昇」という現象が一・EMU参加
に伴う、「収敏基準」によって縛りが課されているとは言え一発生していろ｛8〕。
この傾向が今後も継続し，しかもその遇程で単一通貨ユー口の対外価値が上昇
した暁には（「強いユー口の誕生」），．これと事実上ペッグしているスペイン自
国通貨ペセタはドルペッグの東アジア諸国の通貨同様明らかに過大評価される
ことになる。そしてその先に待つ事態とは一・・。
注
（／｝　Kro9皿帥P、（1994）
12〕山本肇（！99§）pp．2C3－206
（3）各国銃討を見ると，名目GPPの伸びが実質◎DPのそれを大きくよ固っていることからもこ
　の事笑≡を琵董認することができる壇
ω畑e・・（睾d）（1998）二P。箪5．
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16〕Som・r・（直d）（ユ998）P．236
17〕So血舳（ed）（1998）P．237
｛8）　；育｛動史目目　（1995）　p昔350
19〕池下譲治（1999）皿272
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結びに変えて
　いうまでもなく，各国の国際社会における経済的なポジシヨンの在り方は，’
各国国民が選択すべきであり，貧困や劣悪な健康状態に置かれている場合を除
けば，「望ましい国民経済の在り方」などというものが存在するはずもない。
本来スペインにもポルトガルにも自国の在り方を自分達で決定する権利が存在
しており，他国がとやかくいうのはそれこそ「内政干渉」というものである。
「観光立国を貫く」というのであればそれはそれで立派な選択である。
　しかし，両国がEUに加盟することで先進資本主義的な道を歩むという選択
をしたのであれば，現状は極めて不十分であり，自らの選択に相応しいインフ
ラや国民の意識構造が必要不可欠である。裾野産業の育成と生産性の向上に向
けた環境を急速に整備する必要があるだろう。
　繰り返しになるが，今後中軸国からの資本移動による一定程度の工業化の進
展が見込まれることになるであろう。しかしそれを受け入れるインフラは極め
て貧弱なのが現状である。勿論中軸諸国との間で為替レートは消滅しており，
そうした国々への（相対的に成熟度の低い製品）の輸出は可能であろう。しか
しインフラの不備，移転価格の存在などを考えるとスペインは依然として「周
辺諸国」として低賃金・非熟練労働提供の場として位置付けられてしまい続け
る可能性が高いと思われる。そして先に紹介したベルギーの外資系自動箪工場
のような「撤退」がいつ発生するのかと常に唯えて」いなくてはならないこ
とになるかもしれない。
　「確かに域内ではそうであろうが，たとえEU内部では成熟度の低い製晶で
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あっても，アフリカや申南米など伝統的にスペインと関係の深い国に輸出すれ
ば外貨獲得が可能になり，それを通じて富の蓄積を計る、らとができるのでは
ないか」との見方もありうるであ6うぺしかしそれが可能なのはペセタダ過李
評価されていないこと，つまり，（ペッグ制を採用している限り）「弱いユー
口」であり続ける1ことが必要条件になってくるのである。そLてこれはE’Uの
．理想と全く相反する事態なのである。
　　r換言すれば，（藤原挿入：経済危機発生の大きな要因の一つとなった）構
造要因とは自国通貨の過大評価にもかかわらず，ドル・ペック＝制に固執し続け
た金融政策の失敗であり，経済構造高度化の遅れによるものとも言える」（1〕。
ζ牝は東アジアあ経済危機について書かれた文章である。」しかしこ才しの意味す
るところとE　Uの今後が完。全に無縁であるとは筆者にはとても思えない。むし
ろEMU加盟諸国の独立した金融政策展麗能力が既に失われているどいう事実
を直視すべきではないだろうか。失敗はしたものの、東アジアの国々には現在
でもその能力が残っているのである。
注
ω　池下譲治（1999）p，刃2
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